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※平成22年４月１日における株式会社ジャスダック証券取引所との合併に伴い、平成23年３月期第３四半期損益計算書（個別）に2,013百万円の
合併による利益を計上いたしましたが、同利益は平成21年３月期及び平成22年３月期の連結損益計算書にすでに計上しており、配当原資として
配当を実施しております。
このため平成23年３月期の配当の予想については、上記のことを受け、配当原資から合併による利益相当額を控除して見込んでおります。
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１．平成23年３月期第３四半期の業績（平成22年４月１日～平成22年12月31日）
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そのため、平成22年３月期第３四半期の経営成績（累計）及び対前年同四半期増減率については記載しておりません。
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(1) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等
の変更の有無となります。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】２ページ「２．その他の情報」をご覧ください。）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期3Q 270,000株 22年3月期  270,000株
② 期末自己株式数 23年3月期3Q  ―株 22年3月期  ―株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期3Q 270,000株 22年3月期3Q 270,000株

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 当該四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、当該四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に
基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 当資料に記載の業績予想は、現在入手している情報による判断及び仮定に基づいた予想であり、リスクや不確実性を含んでいます。 
実際の業績は、今後様々な要因により、これら業績予想とは大きく異なる結果となる可能性があります。 
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（１）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要

（２）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要

（３）継続企業の前提に関する重要事象等の概要

１．当四半期の業績等に関する定性的情報

（１）経営成績に関する定性的情報

　当社は、平成22年４月１日を期日として連結子会社であった株式会社ジャスダック証券取引所と合併したことにより、当第１四半期より個別財
務諸表を作成しておりますが、前第３四半期の経営成績は連結数値であるため、業績数値の前年同期との比較に関する記載は行っておりませ
ん。
　
　当第３四半期累計期間における我が国株式市場は、日経平均株価が期首の11,200円台から一時8,800円台まで下落し，期末には10,200円台
となりました。
　このような状況の中、日経225miniをはじめとするデリバティブ取引の個人投資家への浸透に加えて、世界的な金融不安や為替相場の変動を
背景としていると思われる株価の変動もあり、デリバティブ取引全体では、取引金額及び取引高共に前年同期間を上回る結果となりました。主な
商品の取引金額は、日経平均株価先物取引及び日経平均株価オプション取引で前年同期間をそれぞれ7.0％及び12.1％下回ったものの、日経
225miniでは前年同期間を19.8％上回っております。
　一方、現物取引では、ＪＡＳＤＡＱの売買代金が前年同期間を6.0％上回ったものの、全体では、売買高及び売買代金共に前年同期間を下回る
結果となりました。
　当第３四半期累計期間における営業収益は、参加者（当社の開設する市場における取引資格・清算資格を持った金融商品取引業者）から受
け取る参加者料金が9,464百万円、機器・情報提供料が5,316百万円、上場会社から受け取る上場賦課金が1,446百万円となったことなどから、
16,337百万円となりました。
　販売費及び一般管理費については、運営費が3,337百万円、減価償却費が2,643百万円となったことなどにより、10,432百万円となりました。
　この結果、営業利益は5,905百万円、経常利益は6,705百万円となりました。また、特別利益で抱合せ株式消滅差益2,013百万円を計上したこと
及び法人税等については当事業年度の税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り計上したことから、四半期純利益は7,927百万円となり
ました。

（２）財政状態に関する定性的情報

「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

　当第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会
計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。
　これによる営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益に与える影響はありません。

　該当事項はありません。

　当社は、平成22年４月１日を期日として連結子会社であった株式会社ジャスダック証券取引所と合併したことにより、当第１四半期より個別財

務諸表を作成しているため、前事業年度末における貸借対照表の数値と当第３四半期貸借対照表の数値を比較しております。

　当第３四半期会計期間末におきましては、総資産は310,244百万円となり、前事業年度末に比して7,079百万円減少いたしました。これは上記

合併により現金及び預金2,238百万円、有価証券及び投資有価証券7,142百万円等11,408百万円の資産を受け入れたものの、清算預託金特定

資産12,106百万円の減少並びに現金及び預金4,252百万円の減少等によるものであります。総負債は，258,605百万円となり前事業年度末に比

して12,278百万円減少いたしました。これは上記合併により負ののれん544百万円を計上するとともに1,340百万円の負債を受け入れたものの、

清算預託金が12,106百万円減少したこと等によるものであります。また、純資産は51,638百万円となり前事業年度末に比して5,198百万円増加い

たしました。これは、剰余金の配当2,700百万円があったこと、当第３四半期純利益7,927百万円を計上したこと等によるものであります。

　これにより自己資本比率は、前事業年度末に比して2.0ポイント増加の16.6％となりました。

（３）業績予想に関する定性的情報

  平成23年３月期の業績予想の見直しは、行っておりません。

２．その他の情報

税金費用の計算

　当事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗

じて計算する方法を採用しております。
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3. 四半期財務諸表 
(1) 四半期貸借対照表 

(単位：百万円)

当第３四半期会計期間末 
(平成22年12月31日) 

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 26,624

営業未収入金 2,173

有価証券 512

前払費用 153

取引証拠金特定資産 ※2  218,428

清算預託金特定資産 ※2  30,694

繰延税金資産 184

未収還付法人税等 964

その他 340

貸倒引当金 △7

流動資産合計 280,067

固定資産  

有形固定資産  

建物（純額） 1,343

構築物（純額） 0

情報システム機器（純額） 411

工具、器具及び備品（純額） 172

土地 98

リース資産 23

建設仮勘定 1,112

有形固定資産合計 ※1  3,162

無形固定資産  

ソフトウエア 3,837

ソフトウエア仮勘定 5,651

その他 18

無形固定資産合計 9,507

投資その他の資産  

投資有価証券 2,298

従業員に対する長期貸付金 21

長期前払費用 89

長期預金 12,000

差入保証金 325

信認金特定資産 ※2  401

繰延税金資産 2,346

その他 83

貸倒引当金 △58

投資その他の資産合計 17,507

固定資産合計 30,176

資産合計 310,244
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(単位：百万円)

当第３四半期会計期間末 
(平成22年12月31日) 

負債の部  

流動負債  

未払金 4,630

未払費用 1,031

預り金 171

取引証拠金 218,428

清算預託金 30,694

リース債務 5

賞与引当金 46

役員賞与引当金 48

その他 16

流動負債合計 255,073

固定負債  

長期借入金 1

長期預り金 459

信認金 401

リース債務 17

退職給付引当金 2,289

負ののれん 311

その他 52

固定負債合計 3,532

負債合計 258,605

純資産の部  

株主資本  

資本金 4,723

資本剰余金  

資本準備金 4,825

資本剰余金合計 4,825

利益剰余金  

利益準備金 322

その他利益剰余金  

違約損失準備金 3,569

先物取引等違約損失準備金 7,011

別途積立金 5,302

繰越利益剰余金 25,871

利益剰余金合計 42,076

株主資本合計 51,625

評価・換算差額等  

その他有価証券評価差額金 12

評価・換算差額等合計 12

純資産合計 51,638

負債純資産合計 310,244
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(2) 四半期損益計算書
【第３四半期累計期間】

(単位：百万円)

当第３四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年12月31日)

営業収益

参加者料金 9,464

上場賦課金 1,446

機器・情報提供料 5,316

その他 110

営業収益合計 16,337

販売費及び一般管理費 ※1  10,432

営業利益 5,905

営業外収益

受取利息 505

受取配当金 53

負ののれん償却額 233

その他 22

営業外収益合計 814

営業外費用

支払利息 9

その他 5

営業外費用合計 14

経常利益 6,705

特別利益

抱合せ株式消滅差益 2,013

取引参加者過怠金 7

投資有価証券売却益 6

特別利益合計 2,026

特別損失

事務所移転費用 96

特別損失合計 96

税引前四半期純利益 8,636

法人税等 ※2  708

四半期純利益 7,927
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【第３四半期会計期間】

(単位：百万円)

当第３四半期会計期間
(自 平成22年10月１日
至 平成22年12月31日)

営業収益

参加者料金 2,906

上場賦課金 418

機器・情報提供料 1,827

その他 74

営業収益合計 5,226

販売費及び一般管理費 ※1  3,440

営業利益 1,786

営業外収益

受取利息 148

受取配当金 0

負ののれん償却額 77

その他 7

営業外収益合計 234

営業外費用

支払利息 3

その他 1

営業外費用合計 4

経常利益 2,015

特別利益

投資有価証券売却益 0

特別利益合計 0

特別損失

事務所移転費用 6

特別損失合計 6

税引前四半期純利益 2,009

法人税等 ※2  164

四半期純利益 1,845
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(3) 四半期キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)

当第３四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 8,636

減価償却費 2,643

負ののれん償却額 △233

抱合せ株式消滅差損益（△は益） △2,013

投資有価証券売却損益（△は益） △6

受取利息及び受取配当金 △559

支払利息 9

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4

退職給付引当金の増減額（△は減少） 30

賞与引当金の増減額（△は減少） △170

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 19

営業債権の増減額（△は増加） △384

未払費用の増減額（△は減少） 207

預り金の増減額（△は減少） △3,858

その他 △74

小計 4,241

利息及び配当金の受取額 685

利息の支払額 △10

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △3,150

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,767

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △20,870

定期預金の払戻による収入 13,500

有価証券の取得による支出 △499

有価証券の償還による収入 9,000

有形固定資産の取得による支出 △1,096

無形固定資産の取得による支出 △1,025

貸付金の回収による収入 1

投資活動によるキャッシュ・フロー △990

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △2,637

長期借入金の返済による支出 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,637

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,861

現金及び現金同等物の期首残高 12,877

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 2,238

現金及び現金同等物の四半期末残高 13,254
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（４）継続企業の前提に関する注記 

当第３四半期累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日) 

該当事項はありません。 

 

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

 当第３四半期累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日) 

該当事項はありません。 

 

（６）四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更 

 当第３四半期累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日) 

会計処理基準に関する事項の変更 

「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

当第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20

年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 

平成20年３月31日）を適用しております。 

これによる営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益に与える影響はありません。 

 

（７）簡便な会計処理 

 当第３四半期累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日) 

該当事項はありません。 

 

（８）四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理 

当第３四半期累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日) 

 税金費用の計算 

当事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期

純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。 

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

 

（９）追加情報 

 当第３四半期累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日) 

該当事項はありません。 

 

㈱大阪証券取引所（8697）平成23年３月期　第３四半期決算短信

8



（10）注記事項 

(四半期貸借対照表関係) 

 

当第３四半期会計期間末 
(平成22年12月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 5,991百万円 

 

※２ 取引証拠金特定資産等 

   当社では、約定時から決済時までにおける清算参加者等の債務不履行により被るリスクを担保するため、各

清算参加者等から取引証拠金等の預託を受けております。これらについて、当社の規則上他の資産と区分して

管理されているため、四半期貸借対照表上、その目的ごとに区分して表示しております。 

 

 ３ 担保受入金融資産の時価評価額 

   四半期貸借対照表に計上していない代用有価証券の時価評価額は以下のとおりであります。 

取引証拠金代用有価証券 484,694百万円 

信認金代用有価証券 290百万円 

清算預託金代用有価証券 70,468百万円 

   上記代用有価証券は、有価証券の売買等の契約不履行の発生時等において処分権を有するものであります。 

 

 ４ 偶発債務 

   株式会社日本証券クリアリング機構(以下、「クリアリング機構」という。)他５社と締結した「損失補償契

約書」に基づき、現物取引の清算業務に関し、クリアリング機構の清算参加者による損失補償対象債務の不履

行、または不履行の恐れが生じたことに起因して、クリアリング機構に生じた損失に対して、他の損失補償人

と連帯して、平成14年９月30日現在におけるそれぞれの違約損失準備金相当額を限度として、上記不履行の発

生した時点またはクリアリング機構が債務不履行の恐れがあると認定を行った時点におけるクリアリング機構

への出資比率に応じて、当該損失を補償することとなっております。 

   なお、当社の損失補償限度額は、3,569百万円であります。 

 

 

(四半期損益計算書関係) 

第３四半期累計期間 

 

当第３四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日) 

※１販売費及び一般管理費 

   販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は次のとおりであります。なお、全額が一般管理費に属す

る費用であります。 

減価償却費 2,643百万円 

給与手当及び賞与 1,902百万円 

機器・情報提供費 782百万円 

業務委託費 1,004百万円 

修繕費 1,229百万円 

賞与引当金繰入額 46百万円 

役員賞与引当金繰入額 

退職給付費用 

48百万円 

58百万円 
 

※２ 税効果会計の適用に当たり「簡便法」を採用しておりますので、法人税等調整額を含めた金額で一括掲記し

ております。 
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第３四半期会計期間 

 

当第３四半期会計期間 
(自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日) 

※１販売費及び一般管理費 

   販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は次のとおりであります。なお、全額が一般管理費に属す

る費用であります。 

減価償却費 518百万円 

給与手当及び賞与 582百万円 

機器・情報提供費 258百万円 

業務委託費 337百万円 

修繕費 554百万円 

賞与引当金繰入額 46百万円 

役員賞与引当金繰入額 

退職給付費用 

16百万円 

19百万円 
 

※２ 税効果会計の適用に当たり「簡便法」を採用しておりますので、法人税等調整額を含めた金額で一括掲記し

ております。 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)  

 

当第３四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日) 

１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 26,624百万円 

預金期間が３ヶ月を超える 
定期預金 

△13,370百万円 

現金及び現金同等物 13,254百万円 
  
 
２ 重要な非資金取引の内容 

   当事業年度に合併した株式会社ジャスダック証券取引所より承継した資産及び負債の主な内訳は次のとおり

であります。 

 

合併により引き継いだ資産・負債 

流動資産（注） 8,623百万円 

固定資産 2,784百万円 

資産合計 11,408百万円 

 

流動負債 300百万円 

固定負債 1,040百万円 

負債合計 1,340百万円 

   

（注）流動資産の中には、「現金及び預金」が2,238百万円含まれております。 
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(株主資本等関係) 

当第３四半期会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期累計期間(自 平成22年４月１日 至 

平成22年12月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 
当第３四半期 
会計期間末 

普通株式(株) 270,000 

 

２ 自己株式に関する事項 

   該当事項はありません。 

 

３ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 

 

４ 配当に関する事項 

  (1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月22日 
定時株主総会 

普通株式 1,485 5,500 平成22年３月31日 平成22年６月23日 利益剰余金 

平成22年10月26日 
取締役会 

普通株式 1,215 4,500 平成22年９月30日 平成22年12月１日 利益剰余金 

 

  (2) 基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計

期間の末日後となるもの 

   該当事項はありません。 

 

５ 株主資本の著しい変動に関する事項 

   該当事項はありません。 
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(金融商品関係) 

当第３四半期会計期間末（平成22年12月31日） 

有価証券及び投資有価証券、取引証拠金特定資産（取引証拠金）、清算預託金特定資産（清算

預託金）、長期預金並びに未払金が、当社の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、

前事業年度の末日に比べて著しい変動が認められます。なお、時価を把握することが極めて困難

であると認められるものは、次表には含まれておりません。 

（単位：百万円） 

 四半期貸借対照表計上額 時価 差額 
時価の算定 

方法 

有価証券及び投資有価証券 

 満期保有目的の債券 

 その他有価証券 

 

502 

1,347 

 

502 

1,347 

 

△0 

― 

（注１） 

取引証拠金特定資産 
（取引証拠金） 

218,428 218,428 ― （注２） 

清算預託金特定資産 
（清算預託金） 

30,694 30,694 ― （注３） 

長期預金 12,000 12,326 326 （注４） 

未払金 4,630 4,630 ― （注５） 

（注１） 有価証券及び投資有価証券の時価の算定方法 

株式は金融商品取引所の価格によっており、債券は取引金融機関から提示された価格に

よっております。 

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を

参照ください。 

（注２） 取引証拠金特定資産（取引証拠金）の時価の算定方法 

随時行われる返還に備えて現金及び預金として保管しているものであり、時価は帳簿価

額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

（注３） 清算預託金特定資産（清算預託金）の時価の算定方法 

随時行われる返還に備えて現金及び預金として保管しているものであり、時価は帳簿価

額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

（注４） 長期預金の時価の算定方法 

元利金の合計額を同様の新規預入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する

方法によっております。 

（注５） 未払金の時価の算定方法 

短期間で決済されるものであり、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。 
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(有価証券関係) 

当第３四半期会計期間末（平成22年12月31日） 

満期保有目的の債券及びその他有価証券で時価のあるものが、当社の事業の運営において重要

なものとなっており、かつ、前事業年度の末日に比べて著しい変動が認められます。 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

区分 
四半期貸借対照表計上額 

（百万円） 

四半期決算日における 
時価 

（百万円） 

差額 
（百万円） 

国債・地方債 502 502 △0 

    

合計 502 502 △0 

 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

区分 取得原価(百万円) 
四半期貸借対照表計上額

(百万円) 
差額 

(百万円) 

株式 313 333 20 

債券 1,017 1,014 △3 

    

合計 1,331 1,347 16 

 

(デリバティブ取引関係) 

該当事項はありません。 

 

(持分法損益等) 

１ 関連会社に関する事項 

   当社は、関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。 

 

２ 開示対象特別目的会社に関する事項 

   当社は、開示対象特別目的会社を有しておりませんので、該当事項はありません。 

 

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 
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(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 

 

(資産除去債務関係) 

該当事項はありません。 

 

(セグメント情報) 

（追加情報） 

当第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17

号 平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第20号 平成20年３月21日）を適用しております。 

 

当社は、単一セグメントであるため、セグメント情報については記載を行っておりません。 

 

(賃貸等不動産関係) 

 該当事項はありません。 
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(１株当たり情報) 

１ １株当たり純資産額 
 

当第３四半期会計期間末 
(平成22年12月31日) 

                                          191,253円80銭 

(注)１株当たり純資産額の算定上の基礎 

項目 
当第３四半期会計期間末 
(平成22年12月31日) 

純資産の部の合計額(百万円) 51,638 

普通株式に係る四半期末の純資産額(百万円) 51,638 

差額の主な内訳(百万円) ― 

普通株式の発行済株式数 (株) 270,000 

普通株式の自己株式数 (株) ― 

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期末の普

通株式の数 (株) 
270,000 

 

２ １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 
 

当第３四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日) 

当第３四半期会計期間 
(自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日) 

１株当たり四半期純利益金額      29,362円36銭 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額   －円  

１株当たり四半期純利益金額      6,834円78銭 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額    －円 

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２ １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 

 項目 
当第３四半期累計期間 

(自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日) 

当第３四半期会計期間 
(自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日) 

四半期損益計算書上の四半期純利益(百万円) 7,927 1,845 

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 7,927 1,845 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

普通株式の期中平均株式数(株) 270,000 270,000 

 

 (重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

 

(リース取引関係) 

当第３四半期会計期間末におけるリース取引残高は、前事業年度の末日と比較して著しい変動

はありません。 

 

㈱大阪証券取引所（8697）平成23年３月期　第３四半期決算短信

15



「補足説明資料」
１．業務の状況

(1) 収益実績
（単位：百万円）

金額 構成比（％） 金額 構成比（％）
前年同期比

増減率（％）

9,687 55.2 9,464 57.9 △ 2.3

5,541 31.6 5,630 34.5 1.6

2,078 11.8 1,847 11.3 △ 11.1

1,339 7.6 1,419 8.7 6.0

559 3.2 548 3.3 △ 2.0

167 1.0 18 0.1 △ 89.2

5,146 29.3 5,316 32.5 3.3

3,094 17.6 2,966 18.1 △ 4.1

1,035 5.9 947 5.8 △ 8.5

588 3.4 636 3.9 8.3

427 2.4 765 4.7 78.8

2,415 13.8 1,446 8.9 △ 40.1

1,371 7.8 1,095 6.7 △ 20.1

1,044 6.0 350 2.2 △ 66.5

306 1.7 110 0.7 △ 63.9

17,556 100.0 16,337 100.0 △ 6.9

(2) 取引・清算手数料
（単位：百万円）

金額 構成比（％） 金額 構成比（％）
前年同期比

増減率（％）

2,953 38.8 2,990 40.0 1.3

3,095 40.6 2,689 36.0 △ 13.1

5 0.1 150 2.0 2,807.8

1,566 20.5 1,646 22.0 5.1

7,619 100.0 7,477 100.0 △ 1.9合計

（注１）日経225miniを含みます。
（注２）日経株価指数300先物取引、Russell/Nomura Primeインデックス先物取引、日経300株価指数オプション取引、個別証券オプション取引及び取引所外国為替証拠金取引(以下、「大証ＦＸ」
といいます。)の合計です。なお、日経300株価指数オプション取引は、平成22年５月28日より取引を休止しております。
（注３）投資信託受益証券、内国投資証券、外国投資証券、カバードワラント、出資証券、不動産投資信託及び債券を含みます。
（注４）当社は、平成22年４月１日を期日として唯一の連結子会社であった株式会社ジャスダック証券取引所と合併したことにより、当第１四半期会計期間より個別財務諸表を作成しておりま
す。このため、当該合併前である前第３四半期連結累計期間については参考値として記載しております。

至　平成21年12月31日 至　平成22年12月31日

日経平均株価先物取引(注１)

日経平均株価指数オプション取引

その他デリバティブ取引(注２)

株式等取引(注３)

上場有価証券年賦課金

有価証券上場手数料

その他

合計

（注）当社は、平成22年４月１日を期日として唯一の連結子会社であった株式会社ジャスダック証券取引所と合併したことにより、当第１四半期会計期間より個別財務諸表を作成しております。
このため、当該合併前である前第３四半期連結累計期間については参考値として記載しております。

区分

前第３四半期連結累計期間 当第３四半期累計期間
自　平成21年４月１日 自　平成22年４月１日

機器・情報提供料

相場情報料

ネットワーク回線料

システム接続料

その他

上場賦課金

参加者料金

取引手数料

清算手数料

アクセス料

基本料

その他

区分

前第３四半期連結累計期間 当第３四半期累計期間
自　平成21年４月１日 自　平成22年４月１日
至　平成21年12月31日 至　平成22年12月31日
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（単位：億円）

前第３四半期
連結累計期間

自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日

一日平均

2,634,924 2,698,367 14,572 2.4

2,590,770 2,624,582 14,186 1.3

日経平均株価先物取引 1,785,945 1,660,120 8,973 △ 7.0

日経225mini 804,825 964,462 5,213 19.8

37,629 33,062 178 △ 12.1

6,474 40,697 206 528.6

49 24 0 △ 49.8

137,613 134,017 724 △ 2.6

88,261 83,725 452 △ 5.1

33,849 35,869 193 6.0

15,454 14,373 77 △ 7.0

46 50 0 8.1

(4) 取引高・売買高

前第３四半期
連結累計期間

自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日

一日平均

12,899万単位 15,444万単位 83万単位 19.7

10,041万単位 11,557万単位 62万単位 15.1

日経平均株価先物取引 1,823万単位 1,695万単位 9万単位 △ 7.0

日経225mini 8,217万単位 9,861万単位 53万単位 20.0

2,770万単位 3,418万単位 18万単位 23.4

58万単位 431万単位 2万単位 640.6

29万単位 36万単位 0万単位 23.6

17,116百万株 11,508百万株 62百万株 △ 32.8

8,960百万株 5,787百万株 31百万株 △ 35.4

7,889百万株 5,547百万株 29百万株 △ 29.7

253百万口 173百万口 0百万口 △ 31.6

13百万口 0百万口 0百万口 △ 98.3

（注２）日経株価指数300先物取引、Russell/Nomura Primeインデックス先物取引、日経300株価指数オプション取引及び個別証券オプション取引の合計です。なお、日経300株価指数オプション取
引は、平成22年５月28日より取引を休止しております。
（注３）旧ヘラクレス及び旧ＮＥＯを含みます。
（注４）内国投資証券、外国投資証券、カバードワラント、出資証券及び不動産投資信託の合計です。

株式等取引

第一部・第二部

ＪＡＳＤＡＱ（注３）

投資信託受益証券

その他（注４）

（注１）平成21年７月21日より取引を開始いたしました。

デリバティブ取引

日経平均株価先物取引・日経225mini合計

日経平均株価指数オプション取引

大証ＦＸ(注１)

その他デリバティブ取引(注２)

（注２）日経株価指数300先物取引、Russell/Nomura Primeインデックス先物取引、日経300株価指数オプション取引及び個別証券オプション取引の合計です。なお、日経300株価指数オプション取
引は、平成22年５月28日より取引を休止しております。
（注３）旧ヘラクレス及び旧ＮＥＯを含みます。
（注４）内国投資証券、外国投資証券、カバードワラント、出資証券及び不動産投資信託の合計です。

区分

当第３四半期累計期間

自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日

取引高・売買高
取引高・売買高 前年同期比増減率

（％）

株式等取引

第一部・第二部

ＪＡＳＤＡＱ（注３）

投資信託受益証券

その他（注４）

（注１）平成21年７月21日より取引を開始いたしました。非対円通貨ペアの取引金額は、取引日当日の清算数値により円換算した数値を記載しています。

デリバティブ取引

日経平均株価先物取引・日経225mini合計

日経平均株価指数オプション取引

大証ＦＸ(注１)

その他デリバティブ取引(注２)

区分

当第３四半期累計期間

自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日

取引金額・売買代金
取引金額・売買代金 前年同期比増減率

（％）

(3) 取引金額・売買代金
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(5) 取引参加者数
（単位：社）

前第３四半期
連結累計期間末

平成21年12月31日時点

参加者数 参加者数
前年同期比増減率

（％）

6 10 66.7

64 63 △ 1.6

6 4 △ 33.3

1 1 -

2 2 -

10 9 △ 10.0

1 0 △ 100.0

2 2 -

3 4 33.3

2 2 -

16 15 △ 6.3

113 112 △ 0.9

(6) ユーザー数等

前第３四半期
連結累計期間末

平成21年12月31日時点
前年同期比増減率

（％）

ユーザー数 104社 107社 2.9

法人用端末台数 102,271台 100,875台 △ 1.4

個人用端末台数 2,505,170台 2,341,266台 △ 6.5

ユーザー数 127社 141社 11.0

法人用端末台数 117,726台 115,340台 △ 2.0

個人用端末台数 2,618,457台 2,447,389台 △ 6.5

ネットワーク回線数 667回線 623回線 △ 6.6

端末台数 4,391台 4,384台 △ 0.2

(7) 上場銘柄数

前第３四半期
連結累計期間末

平成21年12月31日時点

上場銘柄数 上場銘柄数
前年同期比増減率

（％）

1,843社 1,746社 △ 5.3

804社 747社 △ 7.1

1,039社 999社 △ 3.8

13種 16種 23.1

株券

第一部・第二部

ＪＡＳＤＡＱ（注１）

投資信託受益証券

（注１）旧ヘラクレス及び旧ＮＥＯを含みます。
（注２）上記以外にカバードワラント、内国投資証券、外国投資証券、出資証券、不動産投資信託及び債券があります。

ネットワーク回線料・
システム接続料関係（注２）

（注１）法人用端末台数及び個人用端末台数については、平成21年９月30日時点及び平成22年９月30日時点の数値を記載しております。
（注２）ネットワーク回線数及び端末台数については、平成21年11月30日時点及び平成22年11月30日時点の数値を記載しております。

区分

当第３四半期累計期間末

平成22年12月31日時点

区分

当第３四半期累計期間末

平成22年12月31日時点

相
場
情
報
料
関
係

ＪＡＳＤＡＱ

デリバティブ取引・
その他現物取引用（注１）

現物取引参加者

先物取引等取引参加者

ＦＸ取引参加者

ＩＰＯ取引参加者

ジャスダック取引参加者

合計

現物･先物取引等･ＦＸ･ジャスダック取引参加者

現物･先物取引等･ジャスダック取引参加者

現物･先物取引等取引参加者

先物取引等･ＦＸ取引参加者

現物･ジャスダック取引参加者

先物取引等･ジャスダック取引参加者

区分

当第３四半期累計期間末

平成22年12月31日時点
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(8) 新規上場銘柄数等

前第３四半期
連結累計期間

自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日

前年同期比増減率
（％）

5社 8社 60.0

第一部・第二部 0社 0社 -

ＪＡＳＤＡＱ（注３） 5社 8社 60.0
(注１)

1種 4種 300.0

109件 60件 △ 45.0

50件 23件 △ 54.0

59件 37件 △ 37.3

(9) 販売費及び一般管理費
（単位：百万円）

金額 構成比（％） 金額 構成比（％）
前年同期比

増減率（％）

3,619 31.4 2,643 25.3 △ 27.0

3,208 27.9 3,337 32.0 4.0

2,028 17.6 1,924 18.5 △ 5.1

2,658 23.1 2,526 24.2 △ 5.0

11,516 100.0 10,432 100.0 △ 9.4

(10) 設備投資等に係る既支払額

金額 構成比（％）

1,335 62.9

220 10.4

565 26.7

2,122 100.0

ＪＡＳＤＡＱ市場統合関係

その他

合計

（注）会計期間により区分が異なるため、前連結会計年度との比較は行っておりません。

（単位：百万円）

区分

当第３四半期累計期間
自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日

Ｊ－ＧＡＴＥ関係

減価償却費

運営費

施設費

人件費

合計

（注）当社は、平成22年４月１日を期日として唯一の連結子会社であった株式会社ジャスダック証券取引所と合併したことにより、当第１四半期会計期間より個別財務諸表を作成しております。
このため、当該合併前である前第３四半期連結累計期間については参考値として記載しております。

（注３）旧ヘラクレス及び旧ＮＥＯを含みます。

区分

前第３四半期連結累計期間 当第３四半期累計期間
自　平成21年４月１日 自　平成22年４月１日
至　平成21年12月31日 至　平成22年12月31日

投資信託受益証券

増資(注２）

第一部・第二部

ＪＡＳＤＡＱ（注３）

（注１）持株会社化等に伴う新規上場を含みません。
（注２）公募増資、第三者割当増資又は株主割当増資を実施した件数を記載しています。ただし、新規上場に伴う公募増資は含みません。

区分

当第３四半期累計期間

自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日

　
　
新
規
上
場

株券
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「補足説明資料」

２．前連結会計年度末及び前連結会計期間との比較資料

　 　 　 　

（単位：百万円、％）

前 連 結 会 計 年 度 末 当 四 半 期 会 計 期 間 末

（平成22年３月31日） （平成22年12月31日）

区分 金　額 金　額 金　額 増減率

【 資 産 の 部 】

流 動 資 産 304,932 280,067 △ 24,864 △ 8.2

現 金 及 び 預 金 33,115 26,624 △ 6,491 △ 19.6

営 業 未 収 入 金 1,788 2,173 384 21.5

有 価 証 券 8,528 512 △ 8,015 △ 94.0

前 払 費 用 142 153 10 7.7

取 引 証 拠 金 特 定 資 産 218,012 218,428 415 0.2

清 算 預 託 金 特 定 資 産 42,801 30,694 △ 12,106 △ 28.3

繰 延 税 金 資 産 210 184 △ 25 △ 12.3

未 収 還 付 法 人 税 等 - 964 964 - 

そ の 他 342 340 △ 1 △ 0.4

貸 倒 引 当 金 △ 7 △ 7 0 △ 0.0

固 定 資 産 15,429 30,176 14,746 95.6

〔 有 形 固 定 資 産 〕 2,825 3,162 336 11.9

建 物 1,491 1,343 △ 147 △ 9.9

構 築 物 1 0 △ 0 △ 54.6

情 報 シ ス テ ム 機 器 822 411 △ 411 △ 50.0

工 具 、 器 具 及 び 備 品 154 172 17 11.4

土 地 99 98 △ 0 △ 0.3

リ ー ス 資 産 - 23 23 - 

建 設 仮 勘 定 256 1,112 855 333.2

〔 無 形 固 定 資 産 〕 6,385 9,507 3,121 48.9

ソ フ ト ウ ェ ア 5,375 3,837 △ 1,538 △ 28.6

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 972 5,651 4,679 481.1

そ の 他 37 18 △ 19 △ 52.3

〔 投 資 そ の 他 の 資 産 〕 6,217 17,507 11,289 181.6

投 資 有 価 証 券 2,902 2,298 △ 604 △ 20.8

従 業 員 に 対 す る 長 期 貸 付 金 22 21 △ 1 △ 4.8

長 期 前 払 費 用 24 89 65 272.6

長 期 預 金 - 12,000 12,000 - 

差 入 保 証 金 326 325 △ 0 △ 0.1

信 認 金 特 定 資 産 589 401 △ 187 △ 31.8

繰 延 税 金 資 産 2,326 2,346 19 0.8

そ の 他 90 83 △ 7 △ 7.8

貸 倒 引 当 金 △ 63 △ 58 4 △ 7.3

資 産 合 計 320,362 310,244 △ 10,118 △ 3.2

(1)　要　約　四　半　期　貸　借　対　照　表　（前連結会計年度末と当第3四半期会計期間末）

増  減
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（単位：百万円、％）
前 連 結 会 計 年 度 末 当 四 半 期 会 計 期 間末

（平成22年３月31日） （平成22年12月31日）

金　額 金　額 金　額 増減率

268,007 255,073 △ 12,933 △ 4.8

324 4,630 4,306 1,328.2

845 1,031 186 22.0

1,642 - △ 1,642 △ 100.0

150 - △ 150 △ 100.0

3,949 171 △ 3,778 △ 95.7

218,012 218,428 415 0.2

42,801 30,694 △ 12,106 △ 28.3

- 5 5 - 

216 46 △ 170 △ 78.5

29 48 19 67.8

9 - △ 9 △ 100.0

25 16 △ 8 △ 34.2

3,925 3,532 △ 393 △ 10.0

1 1 △ 0 △ 14.3

480 459 △ 20 △ 4.3

589 401 △ 187 △ 31.8

- 17 17 - 

2,258 2,289 30 1.4

0 - △ 0 △ 100.0

544 311 △ 233 △ 42.9

52 52 -           - 

271,933 258,605 △ 13,327 △ 4.9

48,416 51,625 3,209 6.6

4,723 4,723 -           - 

4,825 4,825 -           - 

38,867 42,076 3,209 8.3

13 12 △ 0 △ 3.5

13 12 △ 0 △ 3.5

48,429 51,638 3,209 6.6

320,362 310,244 △ 10,118 △ 3.2

※１ 　当社は、平成22年４月１日付けで連結子会社であった株式会社ジャスダック証券取引所を吸収合併しております。
当四半期数値の期間比較の観点から、前連結会計年度末の連結貸借対照表と当四半期会計期間末の四半期貸借対照表を
比較形式で記載しております。

　当社の四半期貸借対照表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63号。以下
「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。
　なお、連結貸借対照表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下
「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

※２ 　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項に基づき、前連結会計年度に係る連結財務諸表について、あずさ監査法人により
会計監査を受けるとともに、当第3四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期財務諸表について、
有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けておりますが、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく
四半期財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。

　また、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人となっております。

※３   当第3四半期会計期間末の利益剰余金の中に、違約損失準備金3,569百万円及び先物取引等違約損失準備金7,011百万円が
含まれております。

増　　減

区分

【 負 債 の 部 】

流 動 負 債

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

預 り 金

取 引 証 拠 金

清 算 預 託 金

リ ー ス 債 務

賞 与 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

そ の 他

固 定 負 債

長 期 借 入 金

長 期 預 り 金

信 認 金

リ ー ス 債 務

退 職 給 付 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

負 の の れ ん

そ の 他

負 債 合 計

【 純 資 産 の 部 】

株 主 資 本

負 債 純 資 産 合 計

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

純 資 産 合 計

㈱大阪証券取引所（8697）平成23年３月期　第３四半期決算短信
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（単位：百万円、％） 

前第3四半期連結累計期間 当第3四半期累計期間

(平成22年３月期 (平成23年３月期

第3四半期) 第3四半期)

金　額 金　額 金　額 増減率

参  加  者  料  金 9,687 9,464 △ 223 △ 2.3

上  場  賦  課  金 2,415 1,446 △ 969 △ 40.1

機器・情報提供料 5,146 5,316 170 3.3

そ       の       他 306 110 △ 195 △ 63.9

17,556 16,337 △ 1,218 △ 6.9

11,516 10,432 △ 1,083 △ 9.4

6,040 5,905 △ 135 △ 2.2

受    取    利    息 817 505 △ 311 △ 38.1

受  取  配  当  金 42 53 10 24.4

そ       の       他 291 255 △ 35 △ 12.3

1,151 814 △ 336 △ 29.3

支    払   利   息 9 9 0 △0.0

そ       の       他 12 5 △ 6 △ 53.8

21 14 △ 6 △ 31.1

7,170 6,705 △ 465 △ 6.5

特    別    利   益 616 2,026 1,410 228.9

特    別    損   失 428 96 △ 332 △ 77.6

7,358 8,636 1,277 17.4

2,338 708 △ 1,629 △ 69.7

117 － △ 117 △ 100.0

4,902 7,927 3,025 61.7

※１ 　当社は、平成22年４月１日付けで連結子会社であった株式会社ジャスダック証券取引所を吸収合併しております。

当第3四半期累計期間数値の期間比較の観点から、前第3四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書と当第3四半期累計期間の

四半期損益計算書を比較形式で記載しております。

※２ 　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項に基づき、あずさ監査法人により前第3四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表及び有限責任 あずさ監査法人により当第3四半期累計期間（平成22年４月１日から

平成22年12月31日まで）に係る四半期財務諸表について、四半期レビューを受けておりますが、この四半期決算短信の開示時点において、

金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。

　また、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人となっております。

少数株主利益

税引前（税金等調整前）四半期純利益

法人税等

四半期純利益

販売費及び一般管理費

経常利益

営業利益

営業外費用

営業外収益

営業収益

「補足説明資料」

増　　減
科　目

（2）　要　約　四　半　期　損　益　計　算　書（前第3四半期連結累計期間と当第3四半期累計期間）
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(単位：百万円)

前第3四半期連結累計期間 当第3四半期累計期間

(平成22年３月期 (平成23年３月期

第3四半期) 第3四半期)

区分 金　　　　　　額 金　　　　　　額

Ⅰ営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ

税引前（税金等調整前）四半期純利益 7,358 8,636
減価償却費 3,619 2,643
負ののれん償却額 △ 233 △ 233
負ののれん発生益 △ 567 - 
抱合せ株式消滅差益 - △ 2,013
投資有価証券売却損益（△は益） - △ 6
固定資産除却損 28 - 
受取利息及び受取配当金 △ 860 △ 559
支払利息 9 9
貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 13 △ 4
退職給付引当金の増減額（△は減少） 36 30
賞与引当金の増減額（△は減少） △ 117 △ 170
役員賞与引当金の増減額（△は減少） △ 8 19
営業債権の増減額（△は増加） △ 536 △ 384
未払費用の増減額（△は減少） △ 110 207
その他 △ 1,360 △ 3,933

小計 7,244 4,241

利息及び配当金の受取額 952 685
利息の支払額 △ 10 △ 10
法人税等の支払額又は還付額(△は支払) △ 3,197 △ 3,150

　　営業活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ 4,989 1,767

Ⅱ投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ

定期預金の預入による支出 △ 13,500 △ 20,870
定期預金の払戻による収入 11,530 13,500
有価証券の取得による支出 △ 500 △ 499
有価証券の償還による収入 4,500 9,000
有形固定資産の取得による支出 △ 58 △ 1,096
無形固定資産の取得による支出 △ 2,456 △ 1,025
投資有価証券の取得による支出 △ 1,019 - 
少数株主からの連結子会社株式の取得による支出 △ 1,673 - 
貸付金の回収による収入 3 1
その他 22 - 

　　投資活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ △ 3,152 △ 990

Ⅲ財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ

配当金の支払額 △ 2,098 △ 2,637
長期借入金の返済による支出 △ 0 △ 0

　　財務活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ △ 2,098 △ 2,637

Ⅳ現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △ 261 △ 1,861

Ⅴ現金及び現金同等物の期首残高 12,513 12,877

Ⅵ合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 - 2,238

Ⅶ現金及び現金同等物の四半期末残高 12,251 13,254

※１ 　当社は、平成22年４月１日付けで連結子会社であった株式会社ジャスダック証券取引所を吸収合併しております。

当第3四半期累計期間数値の期間比較の観点から、前第3四半期連結累計期間の四半期連結ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書と

当第3四半期累計期間の四半期ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書を比較形式で記載しております。

※２ 　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項に基づき、あずさ監査法人により前第3四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表及び有限責任 あずさ監査法人により当第3四半期累計期間（平成22年４月１日から

平成22年12月31日まで）に係る四半期財務諸表について、四半期レビューを受けておりますが、この四半期決算短信の開示時点において、

金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。

　また、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人となっております。

(3)　要約四半期ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書（前第3四半期連結累計期間と当第3四半期累計期間）

「補足説明資料」
㈱大阪証券取引所（8697）平成23年３月期　第３四半期決算短信
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「補足説明資料」

平成23年３月期（個別）

百万円 百万円 百万円

営　　 業 　　収 　　益 5,872 5,238 5,226

販売費及び一般管理費 3,402 3,589 3,440

営 　　業 　　利 　　益 2,470 1,648 1,786

経 　　常 　　利 　　益 2,793 1,896 2,015

税引前四半期純利益 4,811 1,815 2,009

四  半  期  純  利  益 4,416 1,666 1,845

円 銭 円 銭 円 銭

１株当たり四半期純利益 16,356 63 6,170 95 6,834 78

百万円 百万円 百万円

総　　　　 資　　　　 産 354,944 366,135 310,244

純　　　　 資　　　　 産 49,354 51,009 51,638

円 銭 円 銭 円 銭

１ 株 当 た り 純 資 産 182,796 17 188,924 32 191,253 80

平成22年３月期（連結）

百万円 百万円 百万円 百万円

営　　 業 　　収 　　益 5,759 5,984 5,812 5,465

販売費及び一般管理費 3,829 4,093 3,593 3,780

営 　　業 　　利 　　益 1,930 1,891 2,218 1,684

経 　　常 　　利 　　益 2,364 2,250 2,555 1,989

税金等調整前四半期純利益 2,351 2,477 2,529 2,003

四  半  期  純  利  益 1,457 1,795 1,649 1,395

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

１株当たり四半期純利益 5,398 30 6,651 23 6,108 99 5,167 87

百万円 百万円 百万円 百万円

総　　　　 資　　　　 産 364,474 355,917 335,906 320,362

純　　　　 資　　　　 産 46,771 46,382 47,061 48,429

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

１ 株 当 た り 純 資 産 165,178 45 171,786 93 174,300 75 179,368 39

(注１）　　平成22年4月1日を期日として連結子会社であった株式会社ジャスダック証券取引所を吸収合併したことにより、当第1四半期より
　　　　　個別財務諸表を作成しているため、前平成22年３月期は連結数値を、当平成23年３月期は個別数値を記載しております。

３．最近における四半期毎の業績の推移

第１四半期 第2四半期 第3四半期

22年４月～22年６月 22年７月～22年９月 22年10月～22年12月

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第4四半期

21年４月～21年６月 21年７月～21年９月 21年10月～21年12月 22年1月～22年3月

㈱大阪証券取引所（8697）平成23年３月期　第３四半期決算短信
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平成23 25年度中期経営計画平成23～25年度中期経営計画

平成23年1月25日平成23年1月25日

株式会社大阪証券取引所



１‐（1） 基本戦略

○ 環境変化やリスクを踏
これまでの取組み

○日本市場全

22年度中の環境変化とリスク

まえ，次の点に留意して，
基本方針に取組む必要。

自社株上場等による「効率経営」
を基盤に，国内最大の

「デリバティブ市場」と「新興市場」
を運営

○日本市場全
体の低迷

○政府の成長

【【デリバティブ市場デリバティブ市場】】

取引時間の延長，J-GATEの
稼働（予定），手数料体系の

戦略における総
合的な取引所
や新興市場活
性 議論

【【「選択と集中」を意識し「選択と集中」を意識し】】

【【足場を固めた上で足場を固めた上で】】

見直し等により，更なる成長
のための環境を整備

【【新興市場新興市場】】

性化の議論

○市場ニーズの
変化（夜間取引

【【強みを最大限に活かし強みを最大限に活かし】】

【【新興市場新興市場】】

JASDAQとの市場統合により
名実とも強みに

変化（夜間取引
ニーズや1つの

市場・ルールで
多様な資産を取

【『【『３つの３つのCC』』をスローガンにをスローガンに】】

「「CCustomerustomer--orientedoriented」」
「「CCreativereative」」

【【効率経営効率経営】】

株式会社化，自社株上場，J-
Sox対応，JASDAQとの経営

統合を通じて事業推進のた

引するニーズ）

○デリバティブ
分野を中心とし

CCreativereative」」
「「CChallengehallenge」」

【【環境変化に迅速に対処環境変化に迅速に対処】】

１© Osaka Securities Exchange, Co., Ltd

統合を通じて事業推進のた
めの基盤を整備

分野を中心とし
た競争の激化

【【環境変化に迅速に対処環境変化に迅速に対処】】



１‐（2） 基本戦略

『デリバテ ブ』と『新JASDAQ』を中心に 日本経済 ケ ト全体に貢献し グ

【基本方針】

『デリバティブ』と『新JASDAQ』を中心に，日本経済・マーケット全体に貢献し，グロー
バルに存在感のある『総合的な』取引所，を実現

○ デリバティブやETFの魅力的な品揃えと流動性を提供することにより，投資家の資

金運用の多様化とヘッジ手段の充実を可能とし 我が国最大のデリバティブ市場金運用の多様化とヘッジ手段の充実を可能とし，我が国最大のデリバティブ市場

として，世界のデリバティブ取引所ランキング（取引高）で10位以内を目指す。

○ 「新JASDAQ」として，信頼性と利便性の高い，魅力ある新興市場を実現すること

により，企業の円滑な資金調達と成長を可能とし，日本最大の新興市場として役割

を果たすとともに，アジア最大級の新興市場としてのポジショニング確立を目指す。

○ 基本方針の実現を目指して，各種の施策に取り組み，これまでの成長を持続する

２© Osaka Securities Exchange, Co., Ltd

とともに，更なる発展のベースを確立



２‐（1） ビジネス展開～デリバティブ市場

○日経225先物・オプション取引の強みを活かしながら，取引・清算の総合化を推進

○J-GATEの稼働や取引制度と手数料体系のグローバルスタンダード化により基

盤が整備された日経225先物・オプション取引の本格的な流動性向上

― 更なる取引時間の延長

株式関連デリバティ
ブの利便性と競争
力の強化

― 海外投資家へのアプローチ強化

― 更なるシステム面の強化の検討

○株式関連デリバティブの取扱商品の拡充

日経225関連商品の上場

力の強化

― 日経225関連商品の上場

― 外国株指数商品の上場

○市場参加者に魅力的な市場の実現大証FXの基盤強化 ○市場参加者に魅力的な市場の実現

○取引参加者やマーケットメイカーの拡充

○効率的・効果的な投資家向けプロモーションの実施

大証FXの基盤強化
及び振興

総合的な取引所 ○ 総合取引所の議論やニーズを踏まえ，内外の取引所とも連携を強化し，コモ

ディティ等新しい分野にも挑戦

総合的な取引所へ
の取組み

清算機能 強

３© Osaka Securities Exchange, Co., Ltd

清算機能の強化 ○ 清算機能・リスク管理機能の充実，国際標準対応



２‐（2） ビジネス展開～現物市場

○JASDAQ市場の振興と現物市場機能の差別化により，現物市場の総合機能化を推進

○政府の成長戦略における新興市場の活性化に向けた取組みの実現

○市場統合により基盤が整備されたJASDAQ市場の成果（信頼性と利便性のある魅

「新JASDAQ」の
本格化

○市場統合により基盤が整備されたJASDAQ市場の成果（信頼性と利便性のある魅

力的な市場）を着実に実現

― 計画期間中に，国内における足固めと国際化を段階的に進めることにより，

市場が ジ 新興市場 中心となる とを実現JASDAQ市場がアジアの新興市場の中心となることを実現

○PTS拡大等の市場環境変化を踏まえ，海外取引所等との提携を含めた現物市場本
現物市場の強化

格活性化を検討

○大証一・二部市場の活性化

現物市場の強化

証券化商品の強
化

○魅力的で多様な商品の上場やプロモーションによるETF市場の振興

○ カバードワラント市場の振興

４© Osaka Securities Exchange, Co., Ltd



３ システム

○安定的なシステム運営の実現を図るとともに，ビジネス展開にマッチしたシステム戦略とITマスタープランを策定

○ビジネス展開にマッチしたシステム戦略とITマスタープランを策定

次期清算システム 次期現物売買システムの導入

ITマスタープランの
策定 ― 次期清算システム，次期現物売買システムの導入

― J-GATE稼働後の状況を踏まえ，デリバティブの売買処理性能の更なる向

上等を検討

策定

○計画期間中のシステム投資は約135億円

○ 安全かつ確実なシステム運営の実現

○ 安定的なシステム運営を継続的に提供していくための，IT運営のベストプラ

クティス・規格の導入の検討

社会的使命である取
引所システムの安定
的運営

クティス・規格の導入の検討

○ 人材育成を含めた，システム本部体制の強化

５© Osaka Securities Exchange, Co., Ltd



４ 自主規制・市場運営

○ 自主規制業務に係る情報発信強化による市場参加者 自己規律○ 自主規制業務に係る情報発信強化による市場参加者の自己規律の

向上

○ ジャスダックとの経営統合・市場統合に伴う自主規制業務に係るシナ

自主規制機能の強化に
よる市場の信頼性向上

ジー効果（機能強化・合理化・効率化）の発揮

○ 上場会社におけるコーポレート・ガバナンス向上に向けた取組み

○ 不公正取引に対する未然防止に向けた体制の確立

○ 国際化・システム化を踏まえた参加者監理体制の強化

○ 異常事態の早期発見・適切な対処による安定的な市場運営・清算機

能の提供

○ 不自然な発注への24時間安定した市場監視の実現による市場の透明

着実な市場運営の実施
とその充実

○ 不自然な発注への24時間安定した市場監視の実現による市場の透明

性・信頼性の確保
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５ 経営管理

○ 円滑な組織運営と業務の合理化・効率化○ 円滑な組織運営と業務の合理化 効率化

○ 業務の国際化・24時間化への組織・人事面の対応

○ 新規ビジネス・外部環境変化に伴う新規リスクへの対応

組織・人事

○ 予算・投資・業務計画の進捗管理の充実や予実分析等による経営管理

の強化
経営企画・財務その他

○ 資本政策の検討と参加者等ステイクホルダーとの関係強化

○ 大阪・東京の拠点やホームページを活用した情報発信の強化

７© Osaka Securities Exchange, Co., Ltd



 

 

 

 

 

 

平成 23 年１月 25 日 

 

各  位 

会 社 名 株式会社大阪証券取 引 所  

代表者 名 代表取締役社長 米田 道生 

お問合せ先 経営企画グループ（広報） 

（ＴＥＬ（06）4706-0800） 

 

取引時間の一部見直し等について 

 

本日，当社は，投資者の投資機会を拡大し，市場参加者の市場ニーズに

応えるため，デリバティブ取引及び現物取引の取引時間の一部見直し等に

ついて要綱を取りまとめました。 

※ 制度要綱は当社ホームページに掲載しています。 

（http://www.ose.or.jp/rule/public_comment） 

 

１ 制度の概要 

【デリバティブ取引】 

・夜間立会～ナイト・セッション～（現在のイブニング・セッショ

ン）を，午後４時 30 分から翌日午前３時（現行は当日午後 11 時

30 分）までとする。 

【現物取引】 

・ 立会市場における午前立会時間を，午前９時から 11 時 30 分（現

行は 11 時）までとする。 

 

２ 実施予定 

   ・平成 23 年１ 月 25 日～２ 月 24 日 パブリック・コメント募集 

・現物取引は平成 23 年５月を目途，デリバティブ取引は同年７月を

目途に実施予定。                                    

 以  上 
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